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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 40,170 16.3 2,952 126.2 2,778 113.0 1,631 403.1
22年3月期第3四半期 34,545 △14.6 1,305 △57.9 1,304 △58.4 324 △71.8

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 49.91 ―
22年3月期第3四半期 9.92 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 42,290 23,555 52.1 674.71
22年3月期 39,467 22,539 53.7 649.12

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  22,049百万円 22年3月期  21,212百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 7.00 ― 7.00 14.00
23年3月期 ― 7.00 ―
23年3月期 

（予想）
7.00 14.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 55,700 19.8 4,300 103.0 4,100 90.3 2,400 159.7 73.44



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了いたしました。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。前記の予想に関する事項については、四半期決算短信［添付資料］の３ページ「１．当
四半期の連結業績等に関する定性的情報」（３）連結業績予想に関する定性的情報をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、［添付資料]４ページ「２．その他の情報」をご覧下さい。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 32,716,878株 22年3月期  32,716,878株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  38,118株 22年3月期  37,945株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 32,678,840株 22年3月期3Q  32,678,975株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、経済成長の続く中国・ASEAN向け輸出や企業の設備投資の

持ち直しなどもあり、景気は緩やかな回復基調が続きました。しかしながら円高の長期化は企業収益を圧迫し、原

材料価格の上昇や、長引く雇用情勢の低迷など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループ（当社及び連結子会社 以下同じ）の関連する業界におきましては、自動車産業においては、国内

では、エコカー補助金制度の終了に伴う反動減があったものの、ハイブリッドカー、電気自動車などの環境対応自

動車への需要が高く、新車販売台数は前年同期を上回りました。海外市場においては、中国・アジア市場向け輸出

で高い伸び率を示しており、欧州・北米市場における需要回復もあり、輸出台数も前年を上回りました。住宅産業

につきましては、新築住宅着工戸数は前年同期と比べ増加に転じており、持ち直しの動きがみられております。エ

レクトロニクス産業におきましては、携帯電話市場においては、スマートフォン・タブレット端末の需要が旺盛で

あり、半導体業界・電子部品業界においてもグリーン家電普及促進事業の効果もあり、概ね順調に推移いたしまし

た。 

このような環境の下、当第３四半期連結累計期間の売上高は、401億70百万円（前年同期比16.3％増）となり、

営業利益は29億52百万円（同126.2％増）、経常利益は27億78百万円（同113.0％増）、四半期純利益は16億31百万

円（同403.1％増）となりました。 

   

セグメントの業績は次のとおりであります。 

これまでは、事業の種類別セグメント情報の区分は「コーティング事業」、「電子材料事業」、「化成品事業」

及び「合成樹脂事業」としておりましたが第１四半期連結会計期間から適用される「セグメント情報等の開示に関

する会計基準」の適用により、第１四半期連結会計期間より「コーティング事業」、「建築用塗料事業」、「電子

材料事業」、「機能材料事業」、「化成品事業」及び「合成樹脂事業」に変更いたしました。この事業区分は、社

内管理において採用している区分であります。 

① コーティング  

プラスチック用コーティング材（『レクラック』・『フジハード』など）につきましては、自動車分野にお

いて、景気拡大の続く中国市場で好調に推移したほか、携帯電話分野では、スマートフォン用途で順調に売上

げを伸ばしました。 

この結果売上高は114億59百万円となり、営業利益は10億73百万円となりました。  

② 建築用塗料 

建築用コーティング材につきましては、新築向け市場では、需要の持ち直しや前年度獲得した新規ユーザー

も寄与し、底堅く推移いたしました。リフォーム向け市場でも需要が堅調に推移いたしました。  

この結果売上高は80億56百万円となり、営業利益は７億35百万円となりました。  

③ 電子材料 

導電性ペースト材（『ドータイト』など）の電子材料部門におきましては、昨年同時期の急激な市況悪化に

伴う減退から、カーエレクトロニクスやパソコン関連分野を中心に需要が回復し、売上高は上伸いたしまし

た。 

この結果売上高は52億６百万円となり、営業利益は６億77百万円となりました。 

④ 機能材料 

樹脂ベース（『アクリベース』）などの機能材料におきましては、粘着剤ベースなどの主力製品が堅調に推

移しました。 

この結果売上高は14億31百万円となり、営業利益は１億56百万円となりました。 

⑤ 化成品 

トナー用樹脂などの化成品部門におきましては、ＯＡ機器分野における主力ユーザー向けの需要が順調に増

加いたしました。 

この結果売上高は16億30百万円となり、営業利益は１億71百万円となりました。  

⑥ 合成樹脂 

子会社藤光樹脂株式会社等が取扱うアクリル樹脂の原材料・加工品の販売におきましては、中国や東南アジ

アの新興国を中心とした需要拡大が寄与し、売上高は増加いたしました。 

この結果売上高は125億11百万円となり、営業利益は１億48百万円となりました。 

  

（注）第１四半期会計期間から、セグメントの区分を変更したため、各セグメントの対前年同期との比較は記載してお

りません。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

- 2 -



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産・負債・純資産の状況） 

当第３四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ28億23百万円（前連結会計年度末比

7.2％）増加し、422億90百万円となりました。 

① 流動資産 

売上増加に伴う売上債権及び製品、原材料の増加などの結果、前連結会計年度末と比べ25億44百万円（同

10.7％）増加し、262億24百万円となりました。  

② 固定資産 

藤倉化成（佛山）塗料有限公司の新規連結により有形固定資産が１億５百万円及び資産除去債務の適用によ

り有形固定資産11百万円増加しましたが、減価償却が進み、有形固定資産及び無形固定資産の簿価が減少いた

しました。また、英国の塗料製造販売会社Sonneborn & Rieck Ltd（現社名Fujichem Sonneborn Ltd）の全株

式取得により投資有価証券の増加などの結果、前連結会計年度末と比べ２億79百万円（同1.8％）増加し、160

億66百万円となりました。 

③ 流動負債 

売上増加に伴う買入債務の増加などにより、前連結会計年度末と比べ21億86百万円（同19.0％）増加し、

136億96百万円となりました。  

④ 固定負債 

社債の償還及び役員退職による長期未払金の減少などの結果、前連結会計年度末と比べ３億79百万円（同

7.0％）減少し、50億39百万円となりました。  

⑤ 純資産 

利益剰余金及び少数株主持分が増加したことにより前連結会計年度末と比べ10億15百万円（同4.5％）増加

し、235億55百万円となりました。  

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の53.7％から52.1％へと1.6ポイント減少となり、１株当たり

純資産額は前連結会計年度末より25円59銭増加し、674円71銭となりました。  

  

（キャッシュ・フローの状況） 

  当第３四半期連結累計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ２億27百万

 円増加し、79億95百万円となりました。 

  当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 ① 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が26

億91百万円であったものの、法人税等の支払が13億37百万円であったことなどにより、17億71百万円の収入 

 （前年同四半期連結累計期間は23億59百万円の収入）となりました。 

 ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

４億18百万円、投資有価証券の取得による支出３億75百万円などにより、９億51百万円の支出（前年同四半期

連結累計期間は６億50百万円の支出）となりました。 

 ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金により４億58百万円の支

出などがあったため、５億74百万円の支出（前年同四半期連結累計期間は９億36百万円の支出）となりまし

た。 
  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

通期の連結業績予想は、平成22年11月12日に公表いたしました業績予想を変更しておりません。 
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（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り簿

価切下げを行う方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ 千円、税金等調整前四半期

純利益は 千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は63,184千

円であります。 

② 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

これによる当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微でありま

す。 

③ 企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用し、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時

価評価法に変更しております。 

この変更による当第３四半期連結会計期間末の資産、負債及び当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽

微であります。 

④ 表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書）  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。  

  

２．その他の情報

2,066

53,805
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,631,449 8,399,342

受取手形及び売掛金 11,970,704 10,226,781

商品及び製品 3,070,281 2,741,653

仕掛品 56,168 89,970

原材料及び貯蔵品 1,573,063 1,158,352

繰延税金資産 471,289 608,752

その他 542,089 538,472

貸倒引当金 △91,093 △83,584

流動資産合計 26,223,950 23,679,738

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,177,814 7,141,084

減価償却累計額 △3,714,711 △3,521,812

建物及び構築物（純額） 3,463,103 3,619,272

機械装置及び運搬具 9,134,892 8,872,308

減価償却累計額 △6,525,132 △6,192,604

機械装置及び運搬具（純額） 2,609,760 2,679,704

工具、器具及び備品 2,740,722 2,678,280

減価償却累計額 △2,374,420 △2,285,469

工具、器具及び備品（純額） 366,302 392,811

土地 3,908,750 3,927,452

リース資産 265,924 177,716

減価償却累計額 △74,651 △38,761

リース資産（純額） 191,273 138,955

建設仮勘定 316,852 71,154

有形固定資産合計 10,856,040 10,829,348

無形固定資産   

ソフトウエア 77,890 86,504

その他 945,379 1,090,578

無形固定資産合計 1,023,269 1,177,082

投資その他の資産   

投資有価証券 1,949,420 1,490,750

長期貸付金 97,964 182,970

繰延税金資産 659,409 553,869

その他 1,523,211 1,623,180

貸倒引当金 △43,760 △70,277

投資その他の資産合計 4,186,244 3,780,492

固定資産合計 16,065,553 15,786,922

資産合計 42,289,503 39,466,660
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,115,708 6,305,722

短期借入金 2,451,690 2,038,473

1年内償還予定の社債 720,000 720,000

未払法人税等 232,718 813,741

未払費用 620,201 572,056

賞与引当金 297,204 519,807

リース債務 65,123 44,536

その他 1,192,972 494,847

流動負債合計 13,695,616 11,509,182

固定負債   

社債 1,800,000 2,160,000

長期借入金 93,000 194,400

繰延税金負債 226,334 248,583

退職給付引当金 2,144,497 2,129,347

長期未払金 483,876 548,204

リース債務 139,941 104,319

その他 151,614 33,260

固定負債合計 5,039,262 5,418,113

負債合計 18,734,878 16,927,295

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,352,121 5,352,121

資本剰余金 5,040,199 5,040,199

利益剰余金 11,935,042 10,730,824

自己株式 △24,939 △24,855

株主資本合計 22,302,423 21,098,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 98,975 189,021

為替換算調整勘定 △352,843 △74,874

評価・換算差額等合計 △253,868 114,147

少数株主持分 1,506,070 1,326,929

純資産合計 23,554,625 22,539,365

負債純資産合計 42,289,503 39,466,660
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 34,545,102 40,169,647

売上原価 25,307,016 29,078,017

売上総利益 9,238,086 11,091,630

販売費及び一般管理費 7,932,708 8,139,165

営業利益 1,305,378 2,952,465

営業外収益   

受取利息 14,015 8,479

受取配当金 28,316 29,274

固定資産賃貸料 50,180 53,783

受取補償金 61,690 －

その他 132,086 59,997

営業外収益合計 286,287 151,533

営業外費用   

支払利息 91,053 80,132

為替差損 139,039 196,056

固定資産税 8,868 9,829

減価償却費 2,064 1,879

その他 46,728 38,414

営業外費用合計 287,752 326,310

経常利益 1,303,913 2,777,688

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 23,786

特別利益合計 － 23,786

特別損失   

投資有価証券評価損 － 59,008

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 51,740

特別損失合計 － 110,748

税金等調整前四半期純利益 1,303,913 2,690,726

法人税、住民税及び事業税 802,154 839,093

法人税等調整額 98,462 77,798

法人税等合計 900,616 916,891

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,773,835

少数株主利益 79,086 142,804

四半期純利益 324,211 1,631,031
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,303,913 2,690,726

減価償却費 958,919 918,710

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,894 99,780

賞与引当金の増減額（△は減少） △208,803 △220,137

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23,558 △14,355

受取利息及び受取配当金 △42,331 △37,753

支払利息 91,053 80,132

為替差損益（△は益） △4,851 3,806

投資有価証券売却損益（△は益） △6,621 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 59,008

有形固定資産除却損 5,584 7,119

有形固定資産売却損益（△は益） 3,205 3,699

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 51,740

売上債権の増減額（△は増加） △1,907,994 △1,929,017

たな卸資産の増減額（△は増加） △269,433 △705,432

その他の流動資産の増減額（△は増加） 147,469 20,846

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 97,774 △14,409

仕入債務の増減額（△は減少） 2,394,240 1,911,999

未払費用の増減額（△は減少） 39,744 53,743

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,930 41,936

その他の流動負債の増減額（△は減少） 181,627 223,199

長期未払金の増減額（△は減少） △92,046 △64,328

その他 27,046 △41,837

小計 2,718,229 3,139,175

利息及び配当金の受取額 41,924 38,876

利息の支払額 △71,136 △69,738

法人税等の支払額 △652,600 △1,337,036

法人税等の還付額 322,770 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,359,187 1,771,277

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △581,114 △586,610

定期預金の払戻による収入 440,867 581,214

無形固定資産の取得による支出 △4,073 △18,489

有形固定資産の取得による支出 △561,638 △418,342

有形固定資産の売却による収入 77,663 7,691

投資有価証券の取得による支出 △10,618 △375,371

投資有価証券の売却による収入 27,621 －

関係会社出資金の払込による支出 △228,899 －

敷金及び保証金の差入による支出 △27,569 △4,132

敷金及び保証金の回収による収入 24,712 3,830

保険積立金の積立による支出 △32,948 △37,846

保険積立金の払戻による収入 140,705 52,584

貸付けによる支出 △217 △173,073

貸付金の回収による収入 92,547 33,698

その他の支出 △10,070 △30,698

その他の収入 3,312 14,239

投資活動によるキャッシュ・フロー △649,719 △951,305
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 359,459 467,427

長期借入れによる収入 302,689 －

長期借入金の返済による支出 △621,615 △101,400

社債の償還による支出 △360,000 △360,000

リース債務の返済による支出 △23,048 △36,318

自己株式の取得による支出 △21 △84

配当金の支払額 △490,185 △457,505

少数株主への配当金の支払額 △103,352 △85,989

財務活動によるキャッシュ・フロー △936,073 △573,869

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,813 △35,808

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 771,582 210,295

現金及び現金同等物の期首残高 6,613,921 7,767,955

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 16,416

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,385,503 7,994,666
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該当事項はありません。   

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに製品の系列及び市場の類似性を考慮して４つに区

分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

〔所在地別の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

（注）１．国または地域は、地理的近接度及び重要度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ： 中華人民共和国、タイ、シンガポール 

(2）北米  ： 米国、カナダ等 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
コーティング

事業（千円） 

電子材料事業

（千円） 

化成品事業

（千円） 

合成樹脂事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

    売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  16,813,591  4,472,353  2,640,527  10,618,631  34,545,102  －  34,545,102

(2）セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
 －  2,693  162  100,442  103,297 (103,297)  －

    計  16,813,591  4,475,046  2,640,689  10,719,073  34,648,399 (103,297)  34,545,102

    営業利益  384,966  553,884  183,472  182,481  1,304,803  575  1,305,378

事業区分 主要製品 

コーティング事業 プラスチック用コーティング材及び建築用コーティング材等 

電子材料事業 導電性樹脂塗料及び接着剤等 

化成品事業 トナー用バインダー樹脂、粘・接着剤ベース樹脂等の機能性樹脂 

合成樹脂事業 アクリル樹脂の原材料・加工品の仕入れ・販売 

  
日本 

（千円） 

アジア 

（千円） 

北米 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

    売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  28,996,694  2,399,312  3,149,096  34,545,102  －  34,545,102

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  2,145,110  33,740  11,374  2,190,224 (2,190,224)  －

    計  31,141,804  2,433,052  3,160,470  36,735,326 (2,190,224)  34,545,102

    営業利益又は営業損失（△）  2,148,928  205,710  △1,057,563  1,297,075  8,303  1,305,378
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〔海外売上高〕 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ： 大韓民国、中華人民共和国、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア等 

(2）北米  ： 北米、中南米 

(3）その他 ： 欧州等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。    

  

〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び

海外の包括的な戦略を立案し、事業展開しております。また、合成樹脂事業については、子会社藤光樹脂株式

会社が中心となって、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。 

したがって、当社グループは、事業部等を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「コーティング事業」、「建築用塗料事業」、「電子材料事業」、「機能材料事業」、「化成品事業」及び

「合成樹脂事業」の６つを報告セグメントとしております。 

「コーティング事業」は、プラスチック用コーティング材等を生産しております。   

「建築用塗料事業」は、建築用コーティング材等を生産しております。 

「電子材料事業」は、導電性樹脂塗料及び導電性接着剤等を生産しております。 

「機能材料事業」は、粘・接着剤ベース樹脂等の機能性樹脂ベース等を生産しております。 

「化成品事業」は、トナー用バインダー樹脂等を生産しております。 

「合成樹脂事業」は、アクリル樹脂の原材料・加工品を仕入れ、藤光樹脂株式会社等が販売しております。

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日)         （単位：千円） 

  

  アジア 北米 その他 計 

(1）海外売上高（千円）  10,346,510  3,249,720  58,661  13,654,891

(2）連結売上高（千円）  －  －  －  34,545,102

(3）連結売上高に占める海外売上高の割合 

   （％） 
 30.0  9.4  0.2  39.5

  コーティン
グ 建築用塗料 電子材料 機能材料 化成品 合成樹脂 計

売上高               

 外部顧客への売上

高 
 11,451,179  8,056,121  5,198,908  1,430,380  1,630,277  12,402,782  40,169,647

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 7,560  －  6,644  266  －  108,254  122,724

計  11,458,739  8,056,121  5,205,552  1,430,646  1,630,277  12,511,036  40,292,371

セグメント利益  1,073,229  734,679  676,538  156,163  171,383  148,255  2,960,247
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

  主な内容（差異調整に関する事項）  

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

                      （単位：千円） 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。  

  

該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められます。 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。   

 利益  金額 

 報告セグメント計   2,960,247

 セグメント間取引消去   △7,782

 四半期連結損益計算書の営業利益   2,952,465

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）デリバティブ取引に関する注記

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 

（千円） 

評価損益 

    （千円） （千円） 

通貨 為替予約取引 

  売建 

  米ドル  123,570  1,468  1,468

合計  123,570  1,468  1,468
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（１）生産実績 

当第３四半期連結累計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

（２）商品仕入実績  

当第３四半期連結累計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

（３）受注実績  

当社グループは、主として見込生産によっていますので、受注ならびに受注残高について特に記載すべき事項

はありません。 

  

（４）販売実績 

当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

４．補足情報

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

コーティング（百万円）  9,849   －

建築用塗料（百万円）  3,991   －

電子材料（百万円）  5,091   －

機能材料（百万円）  1,419   －

化成品（百万円）  1,642   －

合計（百万円）  21,991   －

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

合成樹脂（百万円）  11,585   －

合計（百万円）  11,585   －

セグメントの名称 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

コーティング（百万円）  11,451   －

建築用塗料（百万円）  8,056   －

電子材料（百万円）  5,199   －

機能材料（百万円）  1,430   －

化成品（百万円）  1,630   －

合成樹脂（百万円）  12,403   －

合計（百万円）  40,170   －
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